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研究成果の概要（和文）：本研究期間における研究成果は2本の研究論文としてまとめた。1本目は、給付付き育
児休業制度を労働市場におけるサーチモデルを用いて分析した理論研究である。社会的に望ましい制度のあり方
はどのようなものかを議論しており、給付額と休業期間の間の負の相関関係が社会的にみて最適な状態であるこ
とを理論的に示した。2本目では、年金制度と子供への教育投資に対する補助金が出生に関する意思決定などに
どのような影響を及ぼすのか理論分析を行った。そこでは、老年時に個人が自分の引退時期を自由に選択できる
かどうかが諸制度が出生行動へ影響を与えることができるかどうか関わっていることを示した。

研究成果の概要（英文）：The research results during this research period are summarized as two 
research papers. The first is a theoretical study that analyzes the childcare leave system with 
benefits using a search model in the labor market. I discussed what a socially optimal system should
 be, and theoretically showed that the negative correlation between the amount of benefits and the 
period of leave is observed in the socially optimal state. In the second, I conducted a theoretical 
analysis of how the pension system and the subsidies for investment in children's education affect 
an individual's decision on birth. I showed that whether or not individuals can freely choose their 
retirement time in old age is related to whether the systems can influence their birth behavior.
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研究成果の学術的意義や社会的意義
給付付き育児休業制度は低出生率を打開するための方法の一つと考えられているが、取得してもらうためにはど
のような制度になっていなければならないか、また社会的に望ましい制度はどのようになっているかなどについ
ては研究成果がなく、本研究ではそれらの問いに部分的にも答えることができたのではないかと思われる。ま
た、社会保障制度と出生行動に関して、退職年齢が一律に決まっているような日本とそうではない国では、制度
の出生行動への影響が異なることを示しており、今後のデータ分析などでどのようなモデルを想定して分析を行
うか注意を払う必要があることを本研究では示した。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
 
 
１．研究開始当初の背景 
多くの先進国は、低出生率に伴う高齢化社会へと向かっている。高齢化社会は、社会経済のさま
ざまな営みを不安定化させたり、各種制度の持続可能性に疑問を与えたりするなど種々の社会
問題の原因の一つとなり得る。そこで、各先進国は出生率の低下が見られ始めた 70 年代ごろか
らさまざまな政策を実行してきた。たとえば、児童手当という形での補助金を配布することによ
って子育ての苦労を費用面から支えたり、また社会に進出している女性が子供を産み育てやす
い環境を整えるために育児休業制度を創設したり、などがある。これらさまざまな低出生率対策
の制度・政策があるが、それらの効果というものは出生率の回復という形で見ることができる。
この効果の程度には先進国の間にも差異が見られることがわかっており、日本は、先進国の中で
も特に効果が低い国だと考えられる（図 1 参照）。 
 

 
 
２．研究の目的 
本研究プロジェクトの目的は、なぜ日本が他の先進国と比較して、少子化対策の制度・政策の効
果が低いのか、その原因を明らかにすることである。その目的のために、日本の少子化対策に関
する制度・政策が何かしらの問題を抱えているという仮説に立って、その仮説が正しいのか間違
っているのか、理論面から検証する。 
 
３．研究の方法 
本研究プロジェクトでは、少子化対策の制度・政策として、特にほとんどの先進国で採用されて
いる「育児休業制度」と「子育てに対する補助金の配布」という 2つに注目する。まず、それぞ
れの制度を組み入れた経済モデルを構築し、それを解き、分析する。その後、日本のデータを用
いて、実証分析ならびにシミュレーションを行う予定である。 
「育児休業制度」を分析するモデルとしては、先行研究に倣い労働市場におけるサーチ・モデル
を利用する。このモデルでは、個人は労働者として働いているが、ある確率で子供を産み育てる
かどうかの意思決定の機会が訪れる。もし個人が子供を産み育てる決心をしたならば、個人は現
在の職を離れるか、または育児休業制度を利用して一定期間の休業に入るかを決めなければな
らない。現在の職を離れた個人は一定期間のあと、再び職探しをすることになる。一方、休業期
間に入った個人は一定期間のあと、現職に復帰するか、そこを辞めて職探しをするか決めること
になる。育児休業に入った個人は給付を受けることができる。この給付は労働者への課税によっ
て賄われるものとする。このモデルで分析する育児休業制度は給付額と休業期間で表され、政府
は社会全体の厚生を最大にするように制度の設計をする。このモデルにおけるポイントは、個人
が子供を産み育てているかどうか、育児休業期間が終わったら元の職場へ戻るかどうかの意思
決定がインセンティブに依存する点にある。つまり、このモデルでは、日本の育児休業制度が労
働者（特に女性）にとって取得することが最適な選択になっていないという問題があるのではな
いかという仮説を検証するモデルとなっている。 
次に「子育てに対する補助金の配布」を分析するモデルとして, 特に教育投資への補助金のある
成長モデルを分析している。そのモデルの中では、個人は何人の子供を産み育て、彼らにどれく
らいの教育投資を施すか決定する。このモデルでは教育投資による人的資本の蓄積によって経



済は成長していく。また、先行研究では、個人がいつまで働くのか（いつ引退するのか）に関す
る意思決定がないモデルが多く、本研究では、昨今、個人が企業を退職した後も転職し働き続け
ているという現状を鑑み、個人が引退時期を選べるモデルを考えている。さらに、子供への教育
投資に対する補助金以外に、引退後の個人は年金を受け取るという公的年金制度も考慮してい
る。先行研究では、出生行動、子供への教育投資、個人による引退時期を個人が同時に決めるモ
デルはなく、本研究が最初の研究と考えられる。このモデルを分析することによって、各制度の
出生率への影響を測る際に、どのような点に気をつけなければならないか明らかにする研究と
なっている。 
 
４．研究成果 
まず、育児休業制度に関する研究は、"A theory of optimal paid parental leave policies”として
最終的にまとめた（未刊行）。この論文では、「３. 研究の方法」で記述したようなモデルを考え、、
社会厚生を最大化する制度の特徴化を行った。そこでわかったことは、個人に育児休業を取らせ、
育児休業明けには元の職場に復帰するようなインセンティブを与えるような給付付き育児休業
制度では、休業期間と給付額の間に負の相関関係がなくてはならず、また、給付が休業前の給与
水準より低くならなければならないということであった。日本の給付付き育児休業制度は、休業
期間についてははっきりとしないが、給付額については休業前の職場の約 6 割程度ということ
である。よって、日本の給付付き育児休業制度が社会的に最適な制度である可能性は残っている
ことがわかった。本研究は一通りの執筆は終わっているが、専門学術誌への掲載には引き続き研
究する必要があるため、今後も継続して研究を行う予定である。 
次に、公的年金制度と教育投資への補助金を考慮した、個人が出生行動と引退時期を決定する成
長理論に関する研究だが、"Pay-as-you-go social security and educational subsidy in an 
overlapping generations model with endogenous fertility and endogenous retirement"（国立
台湾大学の陳教授との共同研究）としてまとめた。本研究は、マクロ経済学の専門学術誌である
The B.E. Journal of Macroeconomics に採択され、出版待ちの状態である。本研究でわかった
ことの一つは、個人が引退時期を決めることができるかどうかという設定が、教育投資への補助
金が出生率へ影響を与えるかどうかに重要であることが示されたことである。具体的に言うと、
個人が自分で引退時期を決める設定で、かつ引退時期を法律で決められた引退時期よりも遅ら
せるような場合は、教育投資への補助金が出生行動へ全く影響を及ぼさず、個人が自分で引退時
期を決められない設定であれば、教育投資への補助金が出生率を上昇させることを理論的に示
した。つまり、どのようなモデルを考えるかによって、実証研究で予測される結果も異なる可能
性があり、実証研究の際のモデル選択の重要性を示唆した結果となった。  
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